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自由論題
は じ め に
現在の日本は余剰住宅と住宅需要者とを適切に結
び付けられないジレンマに陥っている。2008年の
日本の住宅戸数は57,586,000戸（「住宅・土地統計
調査」2008）で2010年の日本の世帯数51,950,504
世帯（「国勢調査」）をも上回り、空家が7,567,900
戸（「住宅・土地統計調査」2008）も存在してい
る。居住者のいない空家が倒壊し、道路や近隣に被
害を及ぼしたり犯罪の温床となったりする懸念が全
国で広がっており、空家の管理を定める条例を制定
している自治体もある（「広がる「空家条例」島根
県」、「中国新聞」2013.1.3.　http://www.chugoku-
np.co.jp/News/Tn201301030017.html）。都市のイ
ンナーエリアや郊外住宅団地などでも人口の減少と
高齢化が同時に進む高齢過疎が進行し、自家用車を
利用しない高齢者などの孤立や買い物難民化が社会
問題となっている。他方では高齢者、障がい者、子
育て世帯、低所得、ホームレス、外国人などの世帯
が適切な住宅を確保出来ず、ホームレス状態、過密
居住、老朽住宅での不適切な居住に甘んじている。
こうした住宅の余剰と居住困難世帯の発生という相
矛盾する現象の要因の一つに居住資源の社会的配分
の仕組みを考えることに異論はないであろう。
これまで一般に居住者に適切な住宅を提供する施
策として「石（住宅）」と「人（居住者）」への支援
が考えられてきた。適切な住宅を適切な経済的負担
で提供するために、事業者への建設費補助や居住者
への住居費補助が考えられ、そのことによって低価
格の住宅が提供されたり住居費の負担が軽くなった
りして、適切な居住が実現すると考えられてきた。
ところが適切な居住を実現するには、需要側と供給
側への経済的な支援だけでは不十分で、直接居住に
焦点を当てた、適切な居住を実現する政策が必要で
ある。すなわち居住者を受け入れ、その居住に関わ
る家主の役割にも配慮する必要がある。特に、住宅
は一般の消費財とは異なり移動しないため、単純な
需給バランスだけで住宅の配分が決定されるのでは
なく、住宅の立地、質、規模などの要因と居住者の
属性や営なむ生活にも配慮する必要がある。
そこで近年は住宅の需給面だけではなく、居住支
援に関する研究（例えば、米野史健、三井所隆史、
新井信幸、森永良丙「住宅困窮者のための民間賃貸
住宅に関する居住支援の概況」『日本建築学会計画
系論文集』第73巻第629号1579-1584、2008年7
月、米野史健、五十嵐敦子「民間賃貸住宅における
高齢者等を対象とした居住支援の特徴と効果」『日本
建築学会計画系論文集』第76巻第661号663-671、
2011年3月など）もなされるようになり、公的住宅
への居住支援機能の導入（例えば、公的住宅団地内
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に医療・福祉施設を立地させたり、住戸内に居住支
援サービスを配置させたりするなど）、民間住宅と
医療・福祉の連携、居住支援への自治体や居住支援
サービスを提供するNPOの役割などが調査・研究さ
れてきた。
本稿は適切な居住を実現するために、これまでほ
とんど検討されてこなかった家主の居住支援の実態
と役割や意義を明らかにする。民間賃貸住宅の大家
がどの様に居住者の安定的な居住に関わっているか
を明らかにし、その問題点と優れた点を指摘するこ
とで、今後の安定した居住の実現に資することを本
稿の目的とする。
本稿の構成は、最初に家主の居住支援の必要性を
高めている社会・経済的状況の変化と適切な居住の
実現を支援する現施策を検討し、民間賃貸住宅と家
主の役割及びその位置付けを明らかにする。次いで
家主の居住支援の実態を愛知県下の家主へのアン
ケート調査の分析から明らかにする。最後に調査結
果をまとめ、その含意を考察する。
１．居住をめぐる社会・経済的状況
の変化
居住をめぐる社会・経済的状況の変化（以下は、
国土交通省の「都市再生・住宅セーフティネットの
あり方に関する検討会」の資料から）が、居住資源
の社会的配分（特に民間賃貸住宅）の重要性と居住
支援の役割を高めている。
第一に総世帯数より住宅ストックの方が多い（前
述）。住宅の需給バランスは緩やかになり、適切な居
住者と住宅の組み合わせを実現できる可能性が高く
なった。利用されていない居住資源を有効に利用す
るために、全国各地で試みられているような空家バ
ンクのように空家を活用する適切な仕組みが望まれ
ている。空家に居住者を住まわせるに当たり、家主
の果たす役割は大きい。
第二に日本全体の人口が減少し始め（「国勢調査」
では2010年の128,057,352人がピークになると思
われる）、将来的には世帯数も減少する見込みであ
る。全国でみると、これまで人口総数も世帯数も増
加し、常に住宅需要が増大する状況であった。しか
し、総人口が減少し始め、世帯数も将来的に減少す
ると負の住宅需要が高まり、利用されない居住資源
の活用、維持・管理や配分が重要な課題となってく
る。
第三に世帯規模が縮小し（「国勢調査」2010では
平均世帯人員が2.42人）、単身（32.4%）及び二人世
帯（27.2%いずれも「国勢調査」2010、一般世帯）
が過半を占めている。これまでの世帯増は核家族化
が注目されていた。若者や若年世帯が分離独立した
後に高齢者夫婦や高齢者単身世帯が生まれていた
が、独立した若者が世帯を形成しないことから世帯
の単身化の流れが加速してきた。高齢者の単身や夫
婦世帯では、些細なことが取り返しのつかない事故
を招く。例えば、人口動態統計の家庭内事故死者数
を見ると、年間一万数千人が死亡し、その数は年々
増加している。中でも「溺死・溺水」の増加は注目
される数字である。高齢者の多くが住んでいる住宅
は、従来型の古い住居で居間以外の室温が低い。特
に便所や浴室の低温は、入浴や排便時に居住者の肌
に急激な温度変化をもたらし、ヒートショックによ
る事故を招きやすい。脱衣室等で冷えた空気に触れ
ることによる血管の収縮からの高血圧、浴槽で40度
余りのお湯に浸かった時の血管の膨張による急激な
低血圧による失神が溺死事故をもたらすと懸念され
ている。少人数の世帯では、事故を防いだり大事故
にならないように対処することが困難である。世帯
規模の縮小はこれまでの大規模複合世帯にはない脆
弱性を世帯にもたらしている。世帯の脆弱性を補う
居住支援が必要なのである。
第四に人口高齢化の進展は、高齢者のみ世帯や高
齢者を含む高齢世帯の更なる増加が見込まれてい
る。後述するように一般に加齢とともに心身機能の
低下が見られ、特に後期高齢者といわれる75歳以上
では、その低下が顕著になる。今後、ますます居住
者の介護需要が高まる。
第五に全住戸に占める持家と借家の比率は約6:4
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で、民間借家は全体の約30％を占める。これまで民
間賃貸住宅は、居住政策の対象に成りにくいと思わ
れがちで、公的賃貸住宅が居住政策の議論の対象と
なってきた。しかしながら、公的賃貸住宅の戸数が
増えないなか、後述するように今後増加すると予想
される住宅弱者の居所として民間賃貸住宅の果たす
役割が高まっている。民間賃貸住宅の構成比率は、
公的賃貸住宅の4倍以上もある（以上、いずれも「住
宅・土地統計調査」2008の結果による）。
第六に民間賃貸住宅の規模が小さく、家族世帯向
けの民間賃貸住宅が足りない。持ち家の平均規模は
「住宅・土地統計調査」（2008）によると122.6㎡/戸
であるのに対して、賃貸住宅の平均は45.5㎡/戸で
ある。子育て世帯が適切な暮らしを実現するには、
持ち家に移行せざるを得ない借家の規模である。そ
のため民間賃貸住宅で暮らす世帯は小規模な世帯が
多く、より居住支援を必要とする脆弱な世帯となっ
ており、居住支援を必要とする。
第七に民間賃貸住宅は86％が個人経営で、そのう
ち65％が60歳以上である（第1回「都市再生・住
宅セーフティネットのあり方に関する検討会」資料、
2008.9）。高齢の個人家主を支援することが、民間
賃貸住宅の安定した居住の実現に寄与する。高齢な
個人経営者が借家を経営していることから、家主が
居住支援に関わるインセンティブは経済的メリット
だけでなく、社会貢献としての自己実現も考慮した
施策に配慮すべきである。
第八に持家率が年々低下しており、特に20代か
ら40代の若い世代の持家率の低下は将来の高齢世
帯の借家需要を高めることが予想されている（第3回
「都市再生・住宅セーフティネットのあり方に関する
検討会」資料、2008.12）。今後、ますます民間賃貸
住宅の役割が高まると考えられる。
また、適切な居住を実現するために支援を必要と
する住宅弱者と解される次のような世帯が増加して
いることが、居住支援策の必要性を高めている。
高齢世帯の増加は、要介護認定者の増加を意味し
ている。それにも拘わらず、高齢者の9割、要介護
者の8割が在宅で暮らしており（第7回「都市再生・
住宅セーフティネットのあり方に関する検討会」資
料、2009.6）、在宅介護を含めた居住支援の需要が
ますます高まっている。
子育て世帯の絶対数は減少しているが、前述のよ
うに民間賃貸住宅では子育てに適した規模の住宅が
少ないために持家を取得し、そこで暮らさざるを得
ない。そのために若い子育て世帯が食費、教育費、
住宅ローンなどの大きな経済的負担を負っており、
経済的な支援策を必要としている。
障がい者の9割が在宅で生活している（第3回「都
市再生・住宅セーフティネットのあり方に関する検
討会」資料、2008.12）が、後述するように障がい者
支援策の焦点が施設居住から地域居住へ移行し、そ
の受け皿となる適切な居住環境の実現が必要になっ
ている。ハード面で障がい者の生活を支えるだけで
はなく、ソフト面で障がい者を受け入れたり、生活
を支援したりすることが必要となる。
低所得者世帯は、非正規雇用の増加と世帯収入の
減少傾向などから増加している。生活保護受給者数
も200万人を超えて、戦後最大を更新している。生
活保護受給者に占める高齢者や都市部居住者の比率
が高くなっている。高齢者や低所得者向けの住宅扶
助費で賄える低住居費住宅を生活のしやすい地域に
供給する必要がある。現在は、世帯年収400万円未
満でも公営住宅への居住は2割未満で、7割強が民
間賃貸住宅に居住している。更に被保護世帯のうち
公営住宅に居住している者は約2割で、過半数は民
間賃貸住宅に居住している（「都市再生・住宅セーフ
ティネットのあり方に関する検討会」資料）。民間賃
貸住宅の役割はますます増大しているといえる。
このように居住支援を必要としている多様な世帯
の増加は、例えばゼロゼロ物件のようにビジネス-
ライクにルールを適用することの問題を提起してい
る。例えば、介護や保育などのちょっとした手助け
が、居住者の就労を可能にしたり、家事を効率的に
済ませたりできる可能性を生む。そのことによって
フレキシブルな就労が可能になれば、その収入に
よって家賃を融通できたりする。脆弱な世帯が増え
るという世帯構造の変化はフレキシブルな支援をだ
自由論題 家主による居住支援の意義と役割に関する考察
FORUM OF POLICY STUDIES 201332
れが担えるのかを問いかけている。
居住支援を必要とする世帯の増加は、世帯の属性
だけでなく、社会全体の仕組みのひずみを反映して
いるとも考えられる。年間三万二千件を超える孤立
死や孤独死の発生が問題になっている（山口道宏編
著『無縁介護』現代書館、2012）。人は死から逃れ
られないが、誰にも看取られず、苦しみながら息絶
えることを恐れる。19歳の青年が救急電話をしなが
ら、その後亡くなった事（2012年）が問題となった。
孤独死や孤立死は公的に定義されていないので、そ
の動向を正確に確認することができないが、世帯の
単身化や人間関係の希薄化がそれに影響を与えてい
ることを否定できない。更に、1990年代以降の日本
経済の不安定な状況（特に2008年リーマンショック
以降の不景気）、競争の激化、精神疾患への社会的認
識の高まり、様々な社会現象や制度の結果としての
累犯障がい者や刑事施設の過密化（1992年の4.4万
人が2006年には8万人に増えた、波多野（2012））
が見られる。
市場経済の拡がりは、これまで親族や地域の人間
関係の中で行われてきたことを、金銭で解決できる
ようにした。お金があれば、あらゆることを効率良
く済ますことができるが、反対にお金がなければ暮
らしづらくなる。派遣労働など非正規就労の拡がり
が不安定な収入と不安定な居住を招き、2008年暮
れから2009年初の「年越派遣村」が人々の絆の希
薄化と貧困を顕在化させた。
社会や人口構造の変化が住居の本質的な意味をク
ローズ・アップさせている。高齢化の進展は、住宅
の物的環境の不十分さを高齢者の心身機能の低下な
どを通して暮らしにくさとして顕在化させてきた。
医療の進歩と公衆衛生の向上が疾病構造の変化をも
たらし、慢性疾患が一般的に広がったように見せて
いるが、療養生活の空間としての住居の意義を高め
ている。定年退職後の地域で暮らす時間の増大は、
暮らしの拠点としての住居の役割を改めて認識させ
ている。
以上のように居住の支援を必要とする高齢者、単
身者、ひとり親世帯、傷病者、障がい者、失業者、
外国人、刑余者、アレルギー疾患者など多様な居住
弱者が増えているにもかかわらず、そうした人々の
居住を拒む動きもある。居住支援を借家経営の一部
としてのみ考えれば、コストの増加に対して利潤が
増えず、居住弱者を受け入れることが困難になる。
そうであるからこそ、経済的困窮や居住支援の必要
性を抱えた世帯が、容易に、居住の貧困に陥いると
いう居住弱者が増えている。ここに家主の居住支援
力の意義がますます高まっている状況があると言え
る。何れにしても現在は、不安定居住の増加ととも
に住居の意味と居住支援の需要が高まり、「大家と
言えば親も同然」と言う古典的大家さんの働きが必
要になっている。
２．居住支援施策の概況
施策の展開は、単なる住宅の提供から複合的な居
住支援にその焦点が移行している。近年の居住支援
施策の概要を以下に示す。
居住施策の中心は「住生活基本法」である。「住
生活基本法」（2006）の制定によって、従来の「住
宅」建設計画から「住生活」を中心とする施策体系
に変更された。「住生活基本法」は関係者およびその
責務（「国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者
の責務」）を明らかにし、「住生活の安定の確保及び
向上」という目的を「施策を総合的かつ計画的に推
進」することで達成し、「国民生活の安定向上と社会
福祉の増進を図る」としている。具体的には、「居住
安定の確保（6条）」を目的とし、それを達成するた
めに「国及び地方公共団体（7条）並びに住宅関連
事業者（8条）の責務」、「関係者相互の連携及び協
力（9条）」を明記し、3章で「住生活基本計画」（全
国（15条）都道府県（17条））を策定することを定
めている。
「住生活基本法」で策定が義務付けられた現「住生
活基本計画」（2011年～）の「目標4」に「住宅の
確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」が
掲げられ、「市場において自力では適切な住宅を確
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保することが困難な者（高齢者、障がい者、子育て
世帯等）に対する公的賃貸住宅や民間賃貸住宅によ
る重層的な住宅セーフティネットの構築を図る」と
されている。そして具体的施策として「民間賃貸住
宅への円滑な入居を促進する居住支援協議会への支
援強化」が掲げられている。このように民間賃貸住
宅や居住支援が重要な施策として体系に位置付けら
れ、明記されている。
2000年からスタートした「介護保険制度」や2006
年の「障害者自立支援法」は、施設での福祉サービス
の提供から地域居住を中心とする制度へと大きな変
更をもたらした。この制度変更が居住の意味を人々
に大きく認識させることになった。すなわち、地域
生活には少なくとも「住宅」が不可欠であり、適切
な暮らしには「住宅」を中心に地域社会が備えてい
る社会資源が利用しやすくなっていること、友人・
知人・親戚・地域社会との関係性が築けていること
も備わっていなければならない。すなわち居住者が
「健康で文化的な生活」を営むための「生活資本」（注）
を有していなければならないことが認識されるよう
になってきた。
そこで、自力では適切な住宅を確保することが困
難な者に対して「高齢者の居住の安定確保に関する
法律」（「高齢者住まい法」）が2001年（2011年再
改正）に、「ホームレスの自立の支援等に関する特別
措置法」が2002年に、「住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（「住宅セーフ
ティネット法」）が2007年にそれぞれ制定され、住
宅確保要配慮者に対する居住支援策が構築されてき
た。その大きな特徴は、「高齢者住まい法」にみられ
る国土交通省と厚生労働省の連携による事業の推進
である。居住は省庁間の縦割りの中で成立するもの
ではなく、暮らしを支えるために各省庁が設立され
たのであり、本来的な意味に制度が回帰していると
考えられる。また、「住宅セーフティネット法」でも
「居住支援協議会」などのように地方公共団体、宅地
建物取引業者、賃貸住宅管理業者、居住支援団体な
ど多分野で構成される団体の連携を掲げている。
生活保護受給者の急増で注目されるようになって
きた「生活保護制度」であるが、制度本来の目的と
機能を発揮させるために「生活支援戦略」が検討さ
れている。そこでは生活困窮者の経済的困窮と社会
的孤立からの脱却と親から子への「貧困の連鎖の防
止」、「参加と自立」を基本とした社会的に包摂され
る社会の実現や各人の多様な能力開発とその向上な
どが基本目標として掲げられている。ここでも「多
様な就労機会」と「家計再建+居住の確保」など多
様な支援体系の確立が掲げられている（厚生労働省
『「生活支援戦略」（骨格）』2012年6月）。
前述したように累犯障がい者の問題が社会的な問
題として注目されている。2006年の法務省特別調
査によると、親族等の受け入れ先の無い満期釈放者
約7,200人のうち高齢者又は障害を抱え自立が困難
な者が約1,000人いた。刑務所の福祉施設化が進ん
でいるとする指摘があるが、出所後の地域生活の困
難が、再犯リスクを大きくしていると考えられる。
そこで刑務所を出所した障がい者などを福祉につな
ぎ、社会復帰を助ける機関として「地域生活定着支
援センター」が2009年の長崎県を皮切りに全国に
設立されている。
以上のように日本の法制度としてすべての人に適
切な居住を実現するため、特に市場で適切な住宅を
得られない人々に対しての配慮と多様な専門分野か
らの居住支援を複合的に提供しようと試みているこ
とがわかる。
愛知県での施策は、全国計画に基づき愛知県の
「住生活基本計画」を策定し、それにしたがった施
策を展開してきた。サービス付き高齢者向け住宅登
録制度（バリアフリー構造等を有し、介護・医療と
連携し高齢者を支援するサービスを提供する住宅を
登録する）、愛知県あんしん賃貸支援事業（「高齢者、
障害者、外国人、ひとり親、子育て、被災者、失業
者、DV（配偶者からの暴力）被害世帯等の入居を
受け入れる民間賃貸住宅登録に加え、その仲介業務
を行う不動産店及び居住支援を行う団体の登録を行
い、高齢者及び賃貸人双方の不安を解消するための
居住支援を行う）、愛知県地域優良賃貸住宅（高齢者
型）（60歳以上の単身世帯、夫婦世帯、または60歳
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以上の者だけの世帯を対象に家賃を軽減する事業）、
特定優良賃貸住宅（建設費の一部を愛知県と国から
補助を受けて建設する公的賃貸住宅。住宅の管理が
開始された日から一定期間、入居世帯の収入に応じ
て家賃の一部を減額する制度）、民間住宅活用型住
宅セーフティネット整備推進事業（既存の民間賃貸
住宅の質の向上を図るとともに空き家を有効に活用
することにより、住宅確保要配慮者の居住の安定確
保を図るとともに、災害時には機動的な公的利用を
可能とする事業）などを実施し、居住の安定化に務
めてきた。現在は「愛知県住生活基本計画2020」に
基づき施策を実施している。ここでも全国の居住支
援施策と同様、住宅確保用配慮者に対する居住支援
として複合的な支援策が民間賃貸住宅を活用して実
施するように位置付けられている。
以上、社会経済の変化、人口や世帯の構造変化、
法制度体系の変更などを通して民間賃貸住宅の役割
が高まり、そこでの住宅確保要配慮者への居住支援
が喫緊の課題となっていることが明らかである。そ
こで、民間賃貸住宅への窓口であり、居住者の居住
を支援できる立場にある家主の居住支援実態を明ら
かにする調査を実施した。以下でそれを分析する。
3．調査の概要
本稿で分析・考察している調査は、2012年6月か
ら7月にかけて社団法人愛知共同住宅協会が実施し
た「あいち3000人の大家さん（賃貸住宅経営者・
管理者）アンケート調査」（筆者監修）である。調査
は郵送で実施され、173通が回収された。
４．調査対象の賃貸住宅の概要
2010年「土地・住宅統計調査」の愛知県の数値
と比較することで調査対象の賃貸住宅の概要を客観
的に認識する。
調査対象賃貸住宅は、愛知県下に全290箇所（愛知
県外の一カ所を除く）に立地しており、主な立地箇
所として名古屋市が58.6（290）％、豊田市が16.2
（47）％、豊橋市が9.0（26）％である。名古屋市内
では千種区（24）、熱田区（28）が多かった。
調査対象賃貸住宅の構造は、愛知県下の住宅と比
較して木造住宅が少なく（21.1（59）％）、鉄筋コ
ンクリート造や鉄骨鉄筋コンクリート造が最も多く
（56.1（157）％）、次いで鉄骨造（17.5（49）％）
である。
表 １　構造別戸数（戸）
木造・防木 RC・SRC 鉄骨造 その他
愛 知 県 1368200 1035000 355100 6100
調査対象 59 157 49 15
表 ２ 　共同住宅の階数別棟数
1階建て 2階建て 3階建て 4階建て 5階建て 6-7階建て 8-10階建て 11-14階建て
愛 知 県 200 58900 20400 13900 7200 5700 4400 2300
調査対象 59 145 49 13 0 0 15 0
15階建て以上
愛 知 県 400
調査対象 0
総合政策フォーラム 第8号
FORUM OF POLICY STUDIES 2013 35
調査対象賃貸住宅の階数は集合住宅ではあるが、
一階建が21.0（59）％、二階建が51.6（145）％、
三階建が17.4（49）％と低層が多い。管理戸数の
規模も8戸までで三分の一（94,33.5％）、12戸まで
で過半（154,54.8％）を占め、小規模低層である。
㈶不動産流通近代化センター、不動産流通センター
研究所『賃貸住宅事業の新たな流れ、方向性につい
て』（2010.3）によれば、「民間賃貸住宅のうち、約
85%が個人所有。個人経営者の60%が60歳以上、
50歳以上が84%。賃貸住宅所有戸数は、21～50戸
が30.9%と最も多く、50戸以下で全体の85%程度を
占めている」ので、全国平均より小規模な個人経営
の賃貸住宅が調査対象となっている。
調査対象賃貸住宅の築年は、1960年までの古い
建物は2％未満で、1980年代を中心に、それ以降の
新しい建物が多くなっている。耐震設計基準に大き
な変更のあった1981年以降のものが、73.6（195）％
を占め、比較的新しい建物が多い。
調査対象住宅の住戸タイプは、ワンルーム（9.3%、
30戸）、1Kタイプ（17.0%、55戸）、1DK（4.6%、15
戸）、1LDK（8.3%、27戸）などの一居室型（34.6%）
と、2K（3.4%、11戸）、2DK（15.4%、50戸）、2LDK
（17.6%、57戸）の2居室型（36.4%）で過半を占め
ている。このように小規模な住戸が多いことから単
身世帯が多いという大家が過半を占めていることと
の関連が見られる。
調査対象賃貸住宅の家賃は、2万円未満という低
額な家賃や15万円以上の高額な家賃も3件と少な
く、4万円から8万円の間の範囲内で設定されてい
る。
回答全体の入居率は89.8%で空室が10%以上あ
り、自由記入欄にも経営的に厳しい状況が記載され
ていた。しかしながら、㈶不動産流通近代化セン
ター、不動産流通センター研究所『賃貸住宅事業の
表 ３ 　築年（戸）
1950年
以前
1951-
1960
1961-
1970
1971-
1980
1981-
1990
1991-
1995
1996-
2000
2001-
2005
2006-
（2008）
愛 知 県 76600 61700 220500 486100 551900 299600 348700 356100 184600
調査対象 2 3 29 36 56 44 41 27 27
図 １ 　管理戸数別棟数
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新たな流れ、方向性について』（2010.3）によれば、
賃貸住宅の空き家率は年々上昇しており、1993年
の13.4%から2008年の18.7%に上昇している。全
国的な水準と比較すると、調査対象賃貸住宅の空室
率は低い。
契約にあたり保証人が必要なものが191、保証会
社でもよいものが116、緊急連絡先だけでよいもの
が14と、契約の際に保証を求めている大家が大半で
ある。財団法人ベターリビングが実施した「民間賃
貸住宅に係る実態調査（家主）」（2007.3.）による
と、「連帯保証人の確保を契約条件としている」も
のが87.6%を占め、「債務保証利用時は保証人不要」
（複数回答）は、34.9%である。連帯保証人の確保を
契約の条件としている理由は「滞納家賃」（94.0%）
や「残置物処理費用」（53.7%）の問題による。
居住設備としてほとんどの物件は、トイレ、浴室、
台所が専用として備えられている。
５．不安な居住者
「受け入れに躊躇する居住者」を上位から10位ま
でを列挙すると、「精神障がい者」（122）、「元受刑
者」（103）、「失業者」（97）、「外国人」（94）、「知的
障がい者」（83）、「高齢者」（75）、「難病患者」（65）、
「身体障がい者」（64）、「生活保護受給者」（61）、「元
ホームレス」（53）となる。政府の審議会で民間賃貸
住宅への入居制限を受けやすい者として例示されて
いるのが「高齢者」「障害者」「DV被害者」「母子・
父子世帯」「外国人」である。両者を比較しての違い
は、本調査では「元受刑者」が第二位、「難病患者」
が第七位、経済的に困窮している「失業者」「生活保
護受給者」「元ホームレス」の三項目が上位10位内
に入っている。一方政府の審議会で例示されている
「DV被害者」（41、12位）、「一人親」（16、18位）
が10位以内に入らなかった。受刑者に高齢者や障
表 ４ 　家賃の分布（戸）
1万円未満 1万円 2万円 3万円 4万円 5万円 6万円
愛 知 県 44100 80800 77200 105900 162100 204600 173700
調査対象 0 0 8 22 50 52 43
7万円 8万円 9万円 10万円 10-15万円 15-20万円 20万円以上
愛 知 県 105900 47900 20600 13700 16900 4100 800
調査対象 36 24 12 6 11 2 1
図 ２ 　住戸タイプ
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がい者が多いということを勘案すれば、「精神障が
い者」「知的障がい者」「身体障がい者」などの「障
がい者」の問題、さらに「難病患者」という医療の
問題、そして「経済的問題」にこれまで以上に焦点
をあてて施策を実施しなければ居住を確保できない
人々が減らないと推察される。
家主は、「失業者」「非正規労働者」「生活保護受給
者」「未成年者」「外国人」「元ホームレス」につい
て「家賃支払い能力」に不安を抱いている。困った
ことで一位に挙げられている「家賃滞納」と対応す
る事項であり、受け入れを躊躇するもっとも大きな
要因である。「近隣や他の居住者とのトラブル」で躊
躇する入居者として「外国人」「精神障がい者」「知
的障がい者」「刑余者」が挙がっている。いずれも言
葉などのコミュニケーションの問題や文化や習慣な
どの違いによって、誤解やトラブルが生じることに
不安を抱いている。「高齢者」の問題は「病気や死
亡」という不安であり、高齢のため避けて通れない
問題である。「（その他の）トラブルの心配」として
「刑余者」や「精神障がい者」、「DV被害者」の入居
がある。「刑余者」は当該本人がまた事件を起こさな
いかという不安であり、「DV被害者」は加害者が訪
れないかという不安である。「支援の困難」を感じる
入居者として「精神障がい者」「難病患者」「化学物
質過敏症者」である。現在のところ確定的な治療方
法や正確な認識が確立しておらず致し方がない点も
ある。「身体障がい者」の入居者の不安は、当該建物
が入居者の身体状態に適合するか否かという問題で
あり、多くの住宅で対応できていないため、その対
応が必要とされる。「他の居住者」で入居がためらわ
表 5 　受け入れの不安別受け入れ居住者の属性
受け入れを躊躇
する理由分類
失業者 非正規 生保者 未成年 外国人 元野宿 学生 精障者 知障者 刑余者 高齢者 難病者 ＤＶ被害化過敏 アレルギー単女性 一人親 被災者 子ども 身障者
家賃支払能力
（家賃滞納・夜逃げ）
50 14 13 8 8 8 6 0 0 3 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0
近隣・他者との
トラブルの心配
0 0 1 2 47 4 0 39 17 11 0 2 4 0 0 0 0 0 5 3
病気や死亡の心配 0 0 2 0 0 0 0 3 0 0 33 5 0 1 0 0 1 0 0 1
保証（人） 1 0 1 3 2 4 0 0 0 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0
トラブルの心配 1 0 1 3 6 1 2 13 7 25 5 3 10 4 1 2 1 0 0 1
予断 1 1 5 1 0 2 0 1 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
支援の困難 1 0 2 4 0 2 0 12 5 5 5 10 3 9 6 0 0 1 0 3
建物構造 0 0 0 0 0 0 0 3 2 0 4 2 0 1 0 0 0 0 1 22
入居者制限 3 4 8 4 2 5 3 3 3 4 3 2 3 1 0 4 4 2 3 4
合計 57 19 33 25 65 26 11 74 34 56 54 24 20 16 7 7 7 4 9 35
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れるケースとして「入居者の限定」がある。極だっ
た傾向ではないが「生活保護受給者｣ や「元ホーム
レス」が制限されている。定期的で比較区的短期間
に入居者を確保できたり、異性間のトラブルを抱え
込まないために「男子学生」と限定するケースがあ
る。また「子ども」を排除するために「単身者」に
限定するケースもある。
「入居者について心配や困ったこと」を尋ねたと
ころ、「家賃滞納」（117、68%）が最も多く、次い
で「ゴミのマナー」（83、48%）であった。さらに
「孤独死」や「入居者間のトラブル」（いずれも62、
36%）が続き、「ペットの飼育」（57、33%）がそれ
に続く。「家賃滞納」は借家経営を揺るがす重大な問
題であり、保証人や家賃債務保証サービスを契約時
に確保する理由にもなっている。「ゴミのマナー」、
「入居者間のトラブル」、「ペットの飼育」は当該本
人自身の問題というよりは他の居住者や近隣への迷
惑行為である。他の居住者や近隣への迷惑行為は、
家主や賃貸住宅そのものへの悪評判となって借家経
営に悪影響をもたらす。「孤独死」は基本的に当該
本人の問題であるが、居住者がなくなった後での家
財道具の処理、役所などへのさまざまな届け出など
を考えると家主の負担は大きくなる。また他の居住
者や新たな入居者の募集に影響を与えることを考慮
すると原状回復に係る費用だけでなく、資産価値の
下落など借家経営全般に与える悪影響は計り知れな
い。20%～30%までの問題として「行方不明」（45、
26%）、「タバコによる火災」（45、26%）、「保証人
がいない」（43、25%）、「ごみ屋敷化」（42、24%）、
「暴力・暴言」（40、23%）、「契約違反の同居」（40、
23%）が上がっているが、「契約違反の同居」を除け
ば、家主が借家経営への悪影響を心配している。
㈶日本賃貸住宅管理協会の調査（「賃貸オーナーに
関する調査結果報告書」2009.1）によると「家賃滞
納」や「連帯保証人や緊急連絡人等の確保」が入居
を断る理由として挙げられている。高齢者や障害者
については「居室内での死亡事故等」の不安が、子
育て世帯や障害者については「住宅使用方法」につ
いての不安がある。本調査の結果と傾向に関して大
きな違いはみられない。
以上のような居住者にかかわる不安や問題を解決
するために大家がどのような対応をしたのか、利用し
たことのある制度・事業・サービスや窓口を尋ねて
みると20%以上の利用は「民間債務保証会社」（50、
28.9%）と「行政の窓口」（38、22.0%）であった。「民
間会社が行う見守り・残存家財の片付け・葬儀の実施
サービス」（11、6.4%）、「配達業者（乳製品・新聞等）
やタクシー業者等が行う見守りサービス」（6、3.5%）、
図 ３ 　入所者について心配や困ったこと（上位10位）
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「ケアマネージャー等介護保険事業者への相談」（15、
8.7%）、「地域活動等を行うNPOへの相談」（5、2.9%）、
「民生委員への相談」（22、12.7%）などの地域で活動
している民間事業者のサービス、社会的制度や団体活
動を利用しての問題解決はそれほど多くなかった。
利用後の評価を「大変満足」を「2点」、「満足」
を「1点」、「普通」を「0点」、「不満」を「－1点」、
「大変不満」を「－2点」として平均を算出すると、
「民間債務保証会社」は0.29点、「行政の窓口」は
0.19点となる。あまり利用されていなかった地域で
の事業者活動や制度、団体活動などは、「民間会社
が行う見守り・残存家財の片付け・葬儀の実施サー
ビス」0.46点、「配達業者（乳製品・新聞等）やタ
クシー業者等が行う見守りサービス」0点、「ケアマ
ネージャー等介護保険事業者への相談」0.46点、「地
域活動等を行うNPOへの相談」1.4点、「民生委員
への相談」0.19点となった。どのサービスも評点が
マイナスになったものはなく、満足度は得られてい
る。もっとも評点が低かったものが、「配達業者（乳
製品・新聞等）やタクシー業者等が行う見守りサー
ビス」と「入居者の緊急時に警備会社等に通報され
る緊急通報装置の設置」の0点であった。これらの
サービスが前述した不安や心配に直接対応するサー
ビスでないことがその理由であろう。もっとも評点
の高いサービスは「地域活動等を行うNPOへの相
談」であり、直接問題に対応してくれることが評価
の理由だと考えられる。第二位の評価は「民間会社
が行う見守り・残存家財の片付け・葬儀の実施サー
ビス」と「ケアマネージャー等介護保険事業者への
相談」であり、これらのサービスもどちらかと言う
と評価されていると考えられる。
心配や不安に対応するサービスとして利用したこ
とがない理由は「知らなかった」が最も多く、「必
要と思わない」という回答を加えると過半数を超え
る。あまり利用されていない「民間会社が行う見守
り・残存家財の片付け・葬儀の実施サービス」、「ケ
アマネージャー等介護保険事業者への相談」、「地域
活動等を行うNPOへの相談」の評価が高いことなど
から「必要と思わない」という回答の背景には制度
や団体をよく知らず、利用していないという情報不
足が影響しているものと推察される。
６．「おせっかい」のやき方
回答された大家の居住者への「おっせかい」のや
き方を以下に示す。
おせっかいの対象は、「全入居者」（26）が最も多
図 ４ 　心配や困ったことへの対応で利用したサービス
0.0％ 5.0％ 10.0％ 15.0％ 20.0％ 25.0％ 30.0％ 35.0％
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いが、次いでもっとも心配な「家賃滞納者」（25）で
ある。「電気の停止」、「生活保護受給」（4）、「失業」
（3）などを加えた経済的問題を抱えた居住者への配
慮が最も強くなっている。次いで配慮を必要だと考
えている居住者は「単身者」である。「高齢」、「女
性」、「病気」などの属性が加わると34例に上る。続
いて「学生」（7）、「幼児を抱えた家庭」（4）など子
どもや若者への配慮もある。「認知症」（2）、「障がい
者」（4）、「外国人」（3）など見守りが必要な人々へ
の関心もある。「ペットの飼育」「ゴミだしのマナー」
など近隣への迷惑行為をするような居住者にも注意
を寄せているが、「騒音などの被害者」などへの配慮
も忘れていない。
おせっかいのやき方は以下に示すようないくつか
の段階に分かれている。
第一は居住者の暮らしの様子を把握するところか
ら始まる。郵便物が郵便受けにたまっていないか、
水道使用量に異常はないかなどから居住者の暮らし
を推察しようとする。
第二段階は、直接居住者に話しかけたり、自治会、
民生委員、保証人など居住者周辺の人々の協力を得
たりする。挨拶、ゴミだしや行事案内、チラシの配
布などを口実にして話す機会を創る。また家賃を銀
行振り込みではなく、持参にし、顔を直接合わせる
機会を創り、様子を把握したり、困ったことがあれ
ば相談できるようにしている。
第三段階は、物を介しての人間関係の構築であ
る。自分で作ったり、近所からもらった野菜、花、
果物などをおすそ分けすることで良い人間関係を築
く。親しくなることで居住者は様々なことを相談し
やすくなり、大家も問題が深刻になる前に対処でき
ることで助かる。
第四段階は直接的な生活支援と生活の質向上のた
めのアドバイスである。バーベキュー大会などの食
事会、買い物や清掃の手伝い、通院の付添などの居
住支援である。そして図書館の利用や各種講座の参
加などによる生活の質の向上アドバイスもある。
第五段階は家賃滞納や返済計画などの相談であ
る。これがうまくいかないと、次の第六段階の生活
保護申請や福祉施設入所など社会福祉を利用した生
活となる。
以上のように大家の「おせっかい」は、間接的に居
住者の様子をうかがう段階から、能動的に情報を収
集し、直接的な居住支援まで多様に広がっている。
その間、親しい関係を築き上げるための工夫がなさ
れている。
家主がどのような人々と連携しながら「見守り活
動」をしているのか見ると、「市や区の役所の担当
課」（6）が最も多く、次いで「民生委員」（3）、「（家
主の）家族」（3）、「（仲介業の場合）家主」（3）、「他
の入居者や隣人」（4）、「居住者の保証人、家族、知
人」（3）など近くに住んでいたり、関係があったり
する人々が多い。ビジネスとして関係のある「警備
会社、管理会社など」（5）の関係も重要である。突
然死などのようにその場で急きょ対応しなければな
らないことも起こり得るので、そばにいる人々が臨
機応変に対応せざるを得ないのが実情である。その
場で協力を頼んだり、協力したりするという関係性
を日ごろから醸成することが必要である。
今後の見守り活動についての関心を尋ねた。見守
りの対象は、「すべての居住者」（10）が最も多いが、
「高齢者」「病人」「単身」の属性を兼ね備えている人
（14）、経済的問題を抱えている「生活保護受給者」
（4）、「家賃滞納者」（6）、「失業者」（3）も多い。そ
表６　家主の見守り行為
１．	声掛け、挨拶、電話、訪問（家賃の持参）、
ゴミだし、話相手
２．	警備会社による巡回、見回り（玄関、道
路、駐車場など）
３．	郵便物、水道使用量などのチェック
４．	おすそ分け（野菜、花、果物など）
５．	行事案内、チラシの配布、自治会への勧誘
６．	民生委員、保証人、行政、近隣との連携
７．	食事（BQ大会）、買い物、清掃の手伝い、
通院の付添
８．	図書館、講座などの利用のアドバイス
９．	家賃滞納の相談、返済計画の相談
10．	生活保護申請、施設入所
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のほかに「被災者」「孤独な人」「母子」「小さな子供
を抱えた世帯」「外国人」「若年者」など何等かの支
援を必要とする人々を支援しようと思っている。
見守りの連携先としては「行政」（12）が最も多
く、次いで「愛知共同住宅協会」（4）である。その
ほかに「他の居住者」「自治会や近隣」「民生委員」
「病院」「ヘルパー」「NPO」など近隣に住んでいる
人々や医療・福祉の専門家との連携を期待している。
連携先は現在の連携先と大きな違いはみられない。
７．家主と賃借人の近隣関係力の差
家主と賃借人の近隣関係の違いは、家主が地域に
長く暮らす居住者であるのに対して、賃借人は地域
への新規参入者のため、まだ地域との関係性が希薄
である場合が多い。家主は町内会の役員や民生委員
になっている者が40%近く（65、37.8%）おり、そ
の他にも「環境保全運動（町内清掃）」（30.1%）、「地
域イベントや祭りの運営」（24.9%）、「リサイクル・
廃品回収など」（23.7%）、「防災活動（消防団・防火
訓練など）」（18.5%）、「防犯活動（防犯組合・防火
訓練など）」（16.8%）などにかかわっている者が少な
くない。一方、賃借人でそうした活動に参加してい
る比率は家主の半分以下であるが、「趣味のサーク
ル」に参加者として参加している比率は50%を超え
ている（52.0%）。すなわち、家主は積極的に地域活
動に参加しているが、賃借人は主体として積極的に
かかわるよりは、お客さんとして受動的にかかわっ
ている。
家主は地域組織に深くかかわり、様々な地域資源
の利用が容易であるが、賃借人に地域に隠された資
源を引き出す能力はなく、趣味のサークルへの参加
のようにあてがわれた資源を利用するにとどまる。
家主の持っている地域関係力は、賃借人の地域関係
力を高めるのに重要な働きをするものと考えられ
る。
また、家主は専業で賃貸住宅業を経営している者
ばかりではなく、地元で他に生業を持っている場合
がある。そうした場合、店舗や業態によっては賃借
人に仕事の場を与えたり、近隣住民とのつながりを
築いたりできる。以下に家主の副業を列記する。
花屋、青果店、コンビニエンスストア、不用品買
取、引越業、駐車場管理、不動産業、損害保険代理
店、新聞販売店、美容院、飲食店、居酒屋、農業、
宅配水業、福祉施設、民生委員　など
図 5 　地域活動への参加度合い
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８．生活を支える地域の社会資源
生活を支える地域社会資源について尋ねた。地域
の社会資源は家主だけで用意できるものではなく、
地域社会や自治体、政府の協力を得なければ整備で
きないものも多い。現在、生活を支える地域の社会
資源であると家主に認識されているものと将来、地
域に整備が期待されているものを表に列挙した。
「福祉機能」については既存の施設で需要が満たさ
れているようであるが、保育施設が欠けており、待
機児童が社会問題化していることの背景が示されて
いる。
「医療・保健」についても特定の地区での特定の
診療科目の問題が取り上げられていると考えられる
が、「外科」の需要がある。
「地域交流」については、囲碁・将棋・麻雀という
従来からの室内ゲームの需要、BS放送という新しい
娯楽、公園や遊び場という従来から問題視されてい
る市街地の整備状況、一般的な言葉で表されている
が「地域コミュニティ」などが期待されている。公
園以外は建物というハードではなく、その中身であ
るソフトが課題として挙げられている。
「教育・文化」についても既存の建物などのハード
ではなく、カラオケ・ダンス・歌などの教室という
ソフトが期待されている。
「スポーツ」については既存のもの以外に期待され
るものがなかったが、「商業・飲食」に関しては、24
時間のスーパーや大小のショッピングセンターが期
待されており、居住地内での商業機能の低下がうか
がえる。
「防犯・その他」に関しては巡回や交番などの防犯
や防災NPOなどが期待されており、昨今の大規模災
害や凶悪事件の影響が推察される。
「まとめ」として
日本社会が置かれている社会・経済状況をマクロ
にとらえることで以下のように民間賃貸住宅と居住
支援の重要性が明らかになった。
表 ７ 　既存と期待される生活を支える地域の社会資源
生活を支える地
域の社会資源
既　　存 期　　待
福祉
デイサービスセンター、地域包括支援センター、
福祉会館、福祉施設、福祉サービス提供会社、シ
ルバー人材センター
保育施設、高齢者支援施設
医療・保健 医療生協、健康診断センター 外科医
地域交流
コミュニティセンター、サロン、銭湯、児童館、ふ
れあいセンター、趣味のサークル、市民会館、国際
交流協会、ロータリ アークトクラブ、老人会、懇親
交流会
麻雀・囲碁・将棋教室、憩いの場、
BS放送視聴室、公園、地域コミュ
ニティ、子どもの遊び場、コミュニ
ティ・ルーム、運動会
教育・文化
教会、公民館、生涯学習センター、小劇場、図書
館、小学校
カラオケ・ダンス・歌などの教室
スポーツ
スポーツセンター、スポーツクラブ、ウォーキングセ
ンター
商業・飲食 飲食店、めし屋、うどん屋
24時間スーパー、大小のショッピ
ングセンター
防犯・その他 －
巡回、交番、駐輪場、防災支援
NPO
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⑴　高度経済成長期を通した大量の住宅建設と人
口減少の結果、日本の住宅事情は住宅不足か
ら住宅余剰の時代を迎えている。しかしなが
ら高齢者、障がい者、子育て世帯、外国人、
低所得者など市場で適切な住宅を確保できな
い住宅確保要配慮者が増え、住宅困窮者と余
剰住宅を結び付ける仕組みの構築が喫緊の課
題である。
⑵　世帯規模の縮小、地域社会での関係性の希薄
化が進展し、人口の高齢化と相まって、居住
支援を必要とする世帯が増加している。
⑶　従来、住宅確保要配慮者は公営住宅などで居
住を提供することが考えられてきたが、新た
な公的住宅の大量建設が見込まれず、福祉施
策としても施設福祉から地域居住に焦点が移
行し、民間賃貸住宅での居住が今後とも中心
になることが見込まれている。
新しく居住を始める賃借人にとって家主は居住地
域の先輩であり、地域社会から生活を支える資源を
取り出してくれる重要な人である。愛知県内の家主
への調査を通して家主の賃借人の見守り機能につい
て次のことが明らかになった。
⑴　賃借人の世帯規模は小さく、単身世帯が多
い。そのため一居室や二居室の小規模な住宅
が多い。建物の構造は木造が少なく、鉄筋コ
ンクリートや鉄骨鉄筋コンクリート造が多
い。建物は比較的新しいが、家賃は適正な範
囲内に収まっている。
⑵　家主が問題視する主なことは、「家賃の滞納」
や「近隣や他の居住者への迷惑行為」である。
それらに対処するために保証会社や行政を利
用している。しかしながら他の多くの団体の
活動などについての知識が乏しく、利用は限
られている。
⑶　賃借人の属性に家主が不安に感じることは、
家主だけで解決が困難な事項である。そうし
たことから一部の家主が入居者に制限を設け
ている。
⑷　家主のおせっかいは、離れたところから賃借
人の様子を見守ることから親代わりになって
買い物・清掃・通院の付添まで幅広く行われ
ている。
⑸　家主は地域で副業を営む場合もあり、業種や
業態によって賃借人に仕事を提供したり、地
域資源を提供したりする重要な役割を担って
いる。
⑹　家主は地域での居住年数が長く、地域組織の
中心を担っている者も多い。地域組織や地域
活動から賃借人は地域資源から生活を支える
力を享受できる。
⑺　家主が期待する地域社会資源は既存の社会資
源に比べてソフトなものが多く、今後の地域
社会づくりにおいて示唆する点が多い。
最後に、家主と賃借人は住宅を介したある種の運
命共同体である。家主は賃借人の生活が成り立つよ
うにフォーマルやインフォーマルにかかわらず、賃
借人を「見守り」「助け」「地域に紹介」し、可能な
支援を全力で提供し、言わば伴走型で「生活資本」
を構築しようとする。そうした家主の気持ちを正確
に受け止め、実現させる仕組みと人材を地域に養成
しなければならない。そのためには今後、家主が賃
借人の生活を成り立たせようとした数々の努力の事
例を収集し、分析することが望まれる。
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【注】
　「生活資本」とは、生活を成り立たせるための仕組みや条
件である。社会が適切に機能するために道路、港湾、鉄道、
通信、電力、水道などの公共所施設が必要である。地域社
会がスムーズに機能するために帰属意識や正義などの「社
会関係資本」が必要とされる。同様に生活には住居を中心
とした空間的基盤と社会が備えている様々な機能を個々
人の必要性に合わせて引き出すソフトが必要である。その
ために人の命と健康を守る衛生的、快適、プライバシーを
守りコミュニケーションを図れる適切な住宅と地域環境
が必要である。そしてもっとも重要なことは、「生活資本」
は一瞬たりとも固定化されたものではなく、流動してい
る。そのため当該人の状態、社会的・物理的環境、両者の
関係を継続的に把握し、調整しなければ適切な生活は実現
しない。例えば自家用車の利用を前提とした都市計画であ
れば、高齢などで自動車利用が不可能になれば代替手段を
用意するか、徒歩圏内に生活施設を整備するかしなければ
同等の生活は実現できない。
図 ６ 　「生活資本」の構図
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表 ８ 　住居の役割とその補完サービス
番号 役　割 備えるべき機能 機能欠落の結果 機能の欠落の補完
1 「命と身体」を守る
地震、台風などの自然災害から人の
身体を守る強さと災害にあいにく
い立地
家屋の崩壊、損壊
死亡、孤立
救援、救急、消防
2 健康を維持・増進
適切な温度、湿度、明るさ、静けさ、
広さ、居住設備、清浄な空気と水、
必要なエネルギーと廃物の処理
心身の疾患、生活
習慣の乱れ、衛生
環境の保持困難
公衆衛生、医療、
福祉サービス
3
疲れの回復と新た
な活力
安全で安心して眠れ、活力の湧く意
匠（デザイン）
活力の低下
医療、福祉サービ
ス
4
次の世代を生み、
育む
プライバシーが確保され、団欒しや
すく、外部環境との繋がり
暮らしに適合
少子高齢化の深化
学力低下
非行、校内暴力
医療、福祉サービ
ス、教育
5 暮らしの拠点
職場、学校、商店、医院、役所、文
化・芸術、娯楽などの場を訪れやす
く、友人・知人などと触れ合いやす
い立地環境および交通環境
孤立、生活の質の
低下、孤独死、買い
物難民
公共交通、都市計
画、見守りサービ
ス、生活支援物資
の配布
6 社会的信用や地位 適切な住宅としての外観
失業⇔住居喪失、
ホームレス、銀行
口座の開設不可
公的扶助
7 社会を結ぶ窓口 住宅の存在
社会的サービスと
つながらない
公的扶助
8 適切な経済的負担 居住費用が収入の一定割合以下
家計の破綻、不適
切な質の住居
公的扶助
居住福祉を実現するために忘れてはならない観点（生活資本）
居住者本人と周りの環境条件や仕組みは常に変化する
　加齢、病気、事故による身体機能の変化
　経済、制度、技術の変化（進歩）と環境（構築物の劣化）
　生活を支える条件や仕組みを調整する参画の保障
参考 日本国憲法 第11条、第25条
世界人権宣言 25条
社会権規約 11条、一般的意見
ハビタットⅠ、Ⅱ 居住への権利

